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当初の私の問題意識は、地域には様々な子どもが一緒に生きているにもかかわらず、子ど

ものおかれている状況によって一般子育て施策、社会的養護施策、障害児施策と、子どもの

施策が分かれてしまっている現状に対する疑問から発しています。 

子どもは自分の運命を選ぶことが出来ない存在として、この世に生まれてきます。そして

生まれてきたどんな子どもも、生きる権利、育つ権利、守られる権利、参加する権利が、子

どもの状況に合わせて保障されなければなりません。 

それぞれの施策に分かれていることで、その分野の専門性のレベルを高めていけるメリ

ットはあります。しかし、子どもにかかわる現場にいると、障がいのある子どもも、社会的

養護が必要になることがあります。社会的養護の分野に、障がいのある子どもが委託されて

います。保育園・幼稚園・認定子ども園に、障がいのある子どもや社会的養育の必要な子ど

もが在籍しています。このように子ども達は、施策の舞台を越えて、地域の様々な場所で横

断的に生きている存在なのです。そして、孤立した子育て、貧困、虐待等の舞台にも共通な

課題があります。 

また、障がいがわかった時点で、もちろん障がいのある子どものためなの制度なのですが、

一般子育て施策の範疇に入れずに、障害児施策・障害者施策へと分けられてしまう課題もあ

ります。 

このような様々な課題をどう解決していくのか、子どものことを愛するたくさんの委員

の方々が集まってくださり、毎回の委員会はそれぞれの立場で子ども達の現状と熱い思い

が語られました。どのような環境や条件のなかにあっても、子どもはみんな等しく「子ども」

であるという共通認識をもちつつ、社会的養護、こども園、里親さん、保育園、障がい児関

係など子どもに関わる様々な分野の委員の皆さんの意見を聞くことが、それぞれの違いを

知ったうえで、子どものことを包括的にとらえる理解につながりました。 

縦割りの制度を変えることは難しいですが、それぞれの制度の意義、現状、課題を理解し

たうえで、子どもが利用する制度間のつながりを作り、制度間の連携を密にするために、そ

れぞれの立場の人たちの横の連携が必要であることが確認されました。虐待や貧困の課題、

子育てする家族への支援など、多くの子どもを取り巻く問題に関して、子ども関係者がタッ

グを組んで取り組まなければならない厳しい現状があります。 

 

今年度は、柏女座長、佐藤先生、永野先生の御尽力と、委員の先生方、自治体の方々のご

協力お陰で、子どものことで部門を越えて連携している先進的な取り組みをしている自治

体へのヒアリング調査を行うことが出来たことは、子どもの包括的支援の方向性を考える
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上で、大変な成果があったと思います。日本の自治体の中でも、様々な取り組みの違いはあ

りますが、拠点が中心となって子どもの包括的なケアに取り組む素晴らしい実践を知るこ

とが出来ました。そして学術的な研究を通して、自治体における包括的支援の現状、課題と

方向性について科学的な分析できたことも今後の取り組みにつながる成果になったと思い

ます。 

 

フィンランドのネウボラの仕組みを紹介してくださった高橋先生にも、深く感謝いたし

ます。 

「国民の健康で文化的な生活への公共投資」「子どもや家族の方への、全員に対する個別

なポピュレーションアプローチ」「環境を人に合わせるために社会を変えていく（社会モデ

ルの視点）」｢専門職だからこそ、気さくなネウボラおばさん｣「信頼と対話の重視」等々、

感動したキーワードがたくさんありました。 

子どもと家族が困らないように困り感を早めに察知して、予防的に支援をする仕組みが

国中に整っているということが大変素晴らしいと思いました。 

「フィンランドで一番えらいのは、赤ちゃんと子ども」。赤ちゃんを尊い存在として、国

の仕組みを考え、赤ちゃんとの時間をすごすことは簡単ではない、と認識が進んでいるそう

です。「大人とは、子どものニーズをまず優先、尊重できる人」というタンミネン先生の言

葉は、自分のことを振り返って反省をした言葉でした。今後、私たちは子どもたちに接する

大人として、心に留めたいことです。そして、私たちが育てた子ども達が大人になった時に、

次の世代の子ども達を尊重する素敵な大人に成長できることを大きな目標にしなければな

らないと感じました。また、専門家育成のお話もあり、今後のすべての子どもの子育て支援

を考えていく上で、大きな大きな目標となりました。 

 

事務局でも、フィンランドに足を運び、3 世代にわたって、地域の子育ての相談の拠点に

なっているネウボラを視察しました。そこでは、スタッフが専門性高いドクターや保健師で

あるにもかかわらず、とても気さくにやさしく私たちを迎え入れてくれ、熱心にフィンラン

ドの子育て施策を教えてくれました。一言で言うと、とても安心感があるいい人たちでした。 

フィンランドの保育園も、幼児教育の専門家が配置され個別の支援計画なども整えられ

ていましたが、現場はとても気さくで居心地の良い雰囲気です。子ども達は太陽のあまり当

たらない 11 月であるにもかかわらず、必ず外遊びを二回していたのが印象的でした。そし

て、障がいのある子どもも他の子ども達と同じクラスで過ごしています。PT など専門スタ

ッフが配置され、楽しい遊び中心の保育をしていました。私たちの「むぎのこ」も含めて、

日本の保育園では、先生たちが大きな声で子どもを呼んだり指示を出す場面がありますが、

フィンランドでは子ども達の自主性が尊重され大きな声を出さない静かな保育を創り上げ

ていました。 

世界の中でも学力が高いフィンランドですが、驚いたことに、高校進学率が 50 パーセン
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ほどで、将来を見据えて職業学校に進む子ども達も多く、途中は対話によって進路を変えら

れるということで、本人の意思を大切にした競争主義・能力主義ではない国のあり方を垣間

見ることが出来ました。 

そして、学歴ではなく、フィンランドの大切な子どもとして、意思を大切にされながら国

全体で子どもを育んでいるといった印象でした。 

 

すべての子どもは、日本で古くから言われている通り「子宝」です。 

この言葉のように、日本もいいところはたくさんありますが、やはりこれからはもっと、

すべての子どもの未来が豊かに大切にされるように、障がい児分野、社会的養護分野、子ど

も子育て、教育、医療、行政、政治にかかわる方々等、子どもにかかわるすべての方々とよ

りいっそう「手をつなぎ」、子どものために、子どもを育てる家族のために、より良い支援、

制度をつくっていかなければなりません。 

 

最後に、協力していただいた委員の方々、自治体の皆様、そして、ここまで助成していた

だいた高橋恵理子さんをはじめとする日本財団の皆さんに感謝の意を表します。本当にあ

りがとうございました。 

 

｢子どもは、今を生きている。そして未来も。｣ 
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第1章 総括報告  すべての子どもが日本の子どもとして大切に守られるために 
―子ども家庭福祉分野における地域包括的・継続的支援の可能性― 

                 柏女 霊峰(日本の子どもの未来を考える会座長/         

淑徳大学総合福祉学部教授) 
 

1.これからの社会福祉における地域包括的支援の動向と子ども家庭福祉 
2017 年 6 月、地域包括的ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する

法律が成立・公布された。そのなかの改正社会福祉法においては、子ども家庭福祉分野に

おける地域子育て支援拠点や利用者支援事業、子育て世代包括支援センター(母子健康包括

支援センター)等の支援社会資源に、住民に身近な圏域において、分野を超えて地域生活課

題に総合的に相談に応じ、関係機関と連絡調整を行う努力義務(社会福祉法第 106 条の 2)
が規定された。また、地域福祉推進のため、市町村における体制づくりとして、「地域住

民等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域

生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備する」(社会福祉法第 106 条

の 3)努力義務が規定された。以上のとおり、地域包括的な支援は、今後の社会福祉の重要

な方向性としてとらえられている。 
その詳細な評価はさておくとして、これからの社会福祉の方向性として、制度・分野ご

との縦割りを超えて、また、子ども、障害者、生活困窮者、高齢者といった世代別の専門

的分断を超えて、地域包括的な支援が示されている。ところが、子ども家庭福祉分野にお

いては、それぞれの領域がそれぞれにとって最良の方向を求め続けてきたため、制度、援

助ともに領域別に深く分断され、複雑な制度体系になっている。本来は包括的な支援をめ

ざすことを目的とした子ども・子育て支援制度導入も、制度間並びに他制度との相違を際

立たせる結果となり、それがさらに増幅される傾向にさえある。 
そのため、地域で包括的な支援を行うことが困難になっており、領域横断的なワンスト

ップ支援や領域ごとの切れ目のない支援が強く求められてきている。そのような体制をつ

くるためには、どのような子ども家庭福祉サービス供給システムを整備し、どのように援

助者同士がつながればよいかを考えなければならない。 
 
2.子ども家庭福祉分野における地域包括的・継続支援 

子ども家庭福祉分野は、前述したとおり、それぞれの領域を専門分化させつつ専門的支

援の充実に力が注がれてきた。今後は、そのことを充実させつつも、地域共生社会の創出

を念頭に、地域を基盤として包括的に、また、切れ目のない支援を継続的に実行できる体

制の整備が求められている。子ども家庭福祉分野の「地域における包括的・継続的支援」

は以下のように定義できる。 
「子ども家庭福祉分野における地域包括的・継続的支援体制とは、市町村域ないしは市内

のいくつかの区域を基盤として、子どもの成長段階や問題によって制度間の切れ目の多い

子ども家庭福祉問題に、多機関・多職種連携により包括的で継続的な支援を行い、問題の

解決をめざすシステムづくり並びにそのもとで進められる援助の体系をいう。」1 

                                                  
1 柏女霊峰(2017)『これからの子ども・子育て支援を考えるー共生社会の創出をめざしてー』ミネルヴ
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しかしながら、子ども家庭福祉分野は、社会的養護は戦後形作られた体制のまま、保育・

子育て支援は時代にあわせて制度改革を進めるなどその経緯もあり、他の分野と比べて非

常に複雑な体制になってしまっている。特に、社会的養護、障害児支援、保育・子育て支

援の 3 領域の分断が大きな課題とされる。また、子ども期の始期と終期の政策的切れ目問

題も大きな課題となっている。このため、他分野との包括的支援も行いにくいばかりか、

子ども家庭福祉分野内においても、包括的支援体制が取りにくい状況にある。また、妊娠

期からの切れ目のない支援、社会的養護のもとにいた児童の自立支援の在り方など、切れ

目のない支援が求められている。 
特に、制度面では、都道府県と市町村の二元行政や利用の仕方が制度ごとに複雑になっ

ている問題を指摘することができる。今後、地域における包括的、継続的支援体制を進め

ていくためには、制度論と援助論双方にわたる改革が必要とされる。その際には、先行事

例である高齢者分野における地域包括ケアや前述の「地域共生社会」を目指す議論にも学

びつつ、子ども家庭福祉分野の特性も踏まえつつ議論することが必要である。 
その際の主要な論点としては、二元体制をどう克服するか、市町村を中心として地域包

括的・継続的支援体制をどのように確立するか、援助理念や援助方法の領域間の共有化を

どう図るか、私的養育から公的代替養育まで幅広い「社会的養育」2をどのようなシステム

で再構築するか、という 4 つの論点の克服が必要とされる。 
また、子ども家庭福祉分野における地域包括的・継続的ケア進展の制度上の限界3を乗り

越え、地域において公民が協働した取り組みを展開していくことが必要とされる。2017 年

度施行の改正社会福祉法により社会福祉法人等の地域公益活動に対する社会的要請が高ま

っているが、こうした活動の活性化が不可欠である。そのことが、子ども家庭福祉支援分

野における地域包括的・継続的支援を生み出すことになると考えられる。その意味では、

2016 年改正児童福祉法により市区町村に置かれることとなった市区町村子ども家庭総合

支援拠点の内実化4も今後の試金石になると考えられた。 
 
3.全国市町村を対象とした調査結果と若干の考察 

                                                  
ァ書房 p.15 を一部修正。 
2 「社会的養育とは、私的養育を支援することから、家庭で養育できない程度に応じて子どもの養育を

社会的、公的に代替する代替的養育までも含めて、社会全体で子どもを養育するシステムの体系をい

う。それは、私的養育から代替養育までの連続的な支援の営みであり、かつ、代替養育から家族再統合

や特別養子縁組等により、再び私的養育につながる循環的な営みでもある。」出所:柏女霊峰(2017)『こ

れからの子ども・子育て支援を考えるー共生社会の創出をめざしてー』ミネルヴァ書房 p.230 
3 子ども・子育て支援分野における地域包括的・継続的支援につながると考えられる制度として現存する

ものとしては、要保護児童対策地域協議会や子育て世代包括支援センター、障害児相談支援事業(障害児

相談支援専門員)、利用者支援事業(利用者支援専門員)などが挙げられる。しかしながら、いずれも公的分

野を中心としていたり、分野限定だったりして、分野横断、継続支援、公民協働といった総合性、包括性

に欠ける点は否めない。また、そのありようも統合されていない。さらに、民間の制度外福祉活動までを

も包含した総合的なシステムになっているとはいえない。こうした点が、現制度上の限界といえる。 
4 厚生労働省は 2017 年 3 月、「市区町村子ども家庭総合支援拠点」設置運営要綱を策定し、通知してい

る。その機能は、「コミュニティを基盤にしたソーシャルワークの機能を担」うものであり、支援に当た

っては、「包括的・継続的な支援に努める」こととされている。 
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研究会では、こうした課題に対応するため、まず、現状把握として、いくつかの仮説を

もとに全国市区町村に対する質問紙調査を行った。調査は麦の子会が事務局となり、柏女、

北川、藤井の研究会座長、副座長のほか研究会メンバーである佐藤まゆみ氏、永野咲氏の

参画を得てワーキング・チームを創って行った。調査は、全国市区町村を対象とする郵送

法による質問紙調査と、質問紙調査の回答自治体から「地域包括的・継続的支援の拠点」

設置に前向きとされる自治体から選定された 10 自治体を対象とするインタビュー調査と

からなっている。集計、分析は、佐藤、永野の両氏が行った。調査の目的、結果は第 2 章

をご参照いただきたいが、概要としては以下のことがいえる結果であった。 
まず、質問紙調査結果においては、｢地域包括的･継続的支援体制を構築するにあた

って一番重要な要素｣は、｢全体をコーディネートできる専門職の確保｣であった。そ

の職種としては、社会福祉士や保健師が多く挙げられていた。また、拠点となりうる

機関・施設については21％があると回答していた。さらに、拠点の機能としては、ケ

ア・マネジメント支援の機能、制度横断的活用のための調整機能、総合相談機能など

が挙げられていた。また、クロス集計結果からは、拠点となる機関・施設があると回

答した区市町村は、子ども家庭福祉の分権化に肯定的であった。このように、現状で

は、地域包括的･継続的支援体制の拠点となりうる機関･施設の有無、拠点の機能に対

する期待とそれを確保することの重要性が読み取れる結果であった。 

また、インタビュー調査では、「切れ目のない支援」のために拠点が果たす機能としては、

4 つの切れ目(組織、専門分野、年齢、種別)をつなぐ機能が重視されていることが示唆され

た。そのための方策として、近接領域(特に教育)と一体となる機構改革によって、分野の垣

根のないソーシャルワークが可能となるのではないかと示唆された。また、マネジメント

については、人口によって差があり、小規模自治体の拠点の場合は広く全体を把握し関与

するマネジメント型、大規模自治体の拠点では、全体を把握しつつも虐待重点型で担当す

るという特徴がみられていた。 
そういう意味では、人口規模によって拠点の事例への関わり方の相違がみられる結果で

あり、境目となる人口規模は約 17 万人と示唆された。すなわち、17 万人未満の自治体で

は、拠点は、母子保健がつかんだ全体の状況とハイリスクの状況の両方を把握し、具体的

にかかわりながらマネジメントすることが想定された。また、17 万から 20 万人の自治体

では、母子保健がつかんだ全体の状況とハイリスクの両方を把握してマネジメントするこ

とが困難で、直接関わるのはリスクを把握した部署であって、拠点は主担当の部署に取り

次ぐ役割を果たしていることが想定された。一方、20 万人以上の自治体においては、拠点

は全体を把握しながら主に虐待のハイリスク事例に重点化して関わり、その他は他の機関・

施設に振りなおす役割を担っていることが考えられた。 
今後もさらに、詳細なクロス分析、検定や人口規模基準の妥当性の確認に加え、インタ

ビュー結果の質的分析を重ねていくことが必要とされる。 
 
4.今後に向けて 
(1)子ども家庭福祉行政実施体制の基礎構造改革 

2016 年改正児童福祉法が成立、公布された。本法の意義は、児童福祉法の理念の見直し、

「家庭養護優先の原則」の法定化、切れ目のない支援、児童虐待防止対策の更なる充実の
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4 点である。今回の改正児童福祉法の限界は、子ども家庭福祉の“基礎構造”に手をつけ

ていないという点である。未だに都道府県と市町村に二元化され、職権保護を色濃く残す

体制が続き、サービス利用のあり方も分野やサービスごとにばらばらのままである。 
地域包括ケアの実施主体は、市町村である。子ども家庭福祉においても、市町村(児童相

談所の市設置を含む。)が一元的に対応するシステムにし、都道府県、県レベルの児童相談

所が後方支援を担う仕組みを検討すべきである。「地域における包括的・継続的支援」も進

まず、里親をはじめとする社会的養護の地域理解すらも進んでいかない。また、サービス

利用のあり方も簡潔なシステムとすべきである。 
なお、今回の調査においては、拠点があるとする自治体は、ないとする自治体より文献

に積極的であった。また、人口規模が大きい自治体が分権に積極的であるという結果が出

ていたが、これらについても詳細な分析、検討が必要とされる。 
 
(2)地域包括的・継続的支援のための拠点の在り方 

一方、前述した制度上の課題はありつつも、現実には、制度上の限界を乗り越え、子ど

も家庭福祉分野における地域包括的・継続的ケアの進展を図り、地域において公民が協働

した取り組みを展開していくことも必要とされる。 
また、市町村調査等で検討してきた子ども家庭福祉分野における支援拠点のあり方検討

が重要である。それは、「市町村による地域包括的・継続的支援体制の構築は、その核とな

る公立、民間機関・施設の存在が鍵となる」という理論仮説を検証することでもある。地

域のなかに、子ども家庭福祉分野横断的なワンストップにつながる核となる拠点を整備し

なければならない。なお、本報告書で取り上げている先駆的実践、拠点機能類型化なども

課題とされる。 
 
(3)援助理念や援助方法の共有 

子ども家庭福祉各分野における援助理念や援助方法の共有化も大きな課題である。子ど

も家庭福祉供給体制はいくつもの舞台に分かれている。それぞれの舞台では支援者が優れ

た支援を行っているが、舞台が違うため交流も乏しく、それぞれのノウハウを共有するこ

ともできていない。今後は、援助者同士の相互交流や協働、援助観のすり合わせも欠かせ

ないものとなる。ソーシャルワークの手法も、個別分野ごとの手法ではなく、たとえばジ

ェネラリスト・ソーシャルワークがその基礎として機能していくことが必要とされる。 
 
おわりに 

子ども家庭福祉分野の地域包括的・継続的支援体制の確立は、このようなマクロ、メゾ、

ミクロの課題をいかに克服していくかにかかってくることとなる。そして、そこには、私

たちがどのような社会を求めるのかといたった社会づくりの理念が通底していることが必

要とされる。 
子どもはおとなが次の世代に贈る生きたメッセージであり、子育ては次世代を育む営み

といわれる。「子はかすがい」といわれるが、子育ては人と人とをつなぎ、また、時代と時

代とを結ぶかすがいでもある。「子どもを真ん中にした市民と行政の協働」こそが、子ども

家庭福祉を地に足の着いたものにしていくのである。 
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市町村の取組み紹介 
 

 

 

 

日本各地の市町村が、工夫と熱意をもって子ども達とその家族のために様々な取り組み

を行っています。その仕組みや姿勢について、アイデアのエッセンスを取り出しご紹介さ

せて頂きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 自治体情報について ※ 

ここでご紹介する「自治体情報」の人口規模は、平成 28 年 4 月 1 日時点の情報に

もとづいておりますのでご了承ください。 

 





 

 地域既存施設の有効活用 

 
 

【子ども家庭支援の拠点として、閉校になった小学校を活用】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人未満 約 100km2 
農林業 

建設業 

平成 27 年度 平成 28 年度

27 14 

 

現在、子ども家庭福祉の支援拠点となっているセンターは、公営幼稚園／公営保育園／子育て

支援センターの３つの機能を統合した、自治体で唯一の乳幼児向け施設である。 

閉校した築 10 年の小学校を利用し、老朽化した幼稚園・保育園を１つの建物へ移した。少子

化の背景と、施設管理など負担軽減、子ども達も一緒に上がっていけて、支援者も 0～小学校入

学前までをずっと見ていける体制づくりにも適した。校舎は国の補助金利用で建設したため、閉

校だと補助金を返還しなければならなかったが、幼稚園を残したことで有効活用できている。体

育館、校庭もあり、部屋数や面積も十分確保できる。トイレ、部屋の一部は開設前に改修を行い、

乳幼児向けの環境にした。幼稚園と保育園の境界は、防火扉を利用し、利用面積を割り振りして

いる。 

職員は、９割が幼稚園の教員免許と保育士資格をもつため、配置基準を満たしつつ、実務上で

は兼務することで効率化を図っている。 

施設内では幼稚園と保育園の園児同士が年間行事や合同保育を通じて交流し、通園していな

い子どものために月１～２回の頻度で子育て支援サークルが開催され、地域の老人クラブと年

間行事を楽しむなど、地域に開かれた施設として親しまれる。 

 

※現在の取組み※ 

 幼稚園と保育園は、管轄省庁も異なり、必要な事務作業などが異なるため、業務効率化のため

に「こども園」化を検討。 
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【保健センターを拠点として有効活用】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

30 万人以上 約 300km2 

卸売業・小売業 

建設業 

宿泊業・飲食サービス業 

製造業（食品） 

平成 27 年度 平成 28 年度

2,584 2,486 

 

当該自治体の保健センターは、保育所などの施設の担当課、手当など子育て支援の担当課、家

庭児童相談室、こども発達支援センター、母子保健、障害福祉課が棟続きの建物に統合されて配

置されている。保健センターを拠点とするメリットは、駐車場・面接スペース・プレイルームな

ど、建物に求められる機能がすでに揃っていること。ペアレントトレーニング実施など、保護者

支援も同施設内で行う。 

利用者にとっては、保健センターに出向けば、様々な手続きや情報提供を受けることが出来る

という点で、このような子育て関連窓口が集まっているのはメリットが大きい。支援の担当者に

とっても、関係者が近い場所にいることで、対面での情報交換も支援の動きも迅速に行うことが

できる環境になっている。 

 

※現在の取組み※ 

 子ども達がよりよい就学を行うために、就学前相談や就学前相談を踏まえて学校現場と調整

する機能をもつ他部署とは関係者間でデータ共有を行っている。就学にあたっては、保護者の不

安を軽減することも重要と捉えている。 
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 教育と福祉の連携 

 
 

【教育委員会の機能充実】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人未満 100km2 未満 

農業 

工業 

エネルギー産業 

漁業 

平成 27 年度 平成 28 年度

142 138 

 

当該自治体では、母子保健、障害関係を除き、子どもに関わる行政の担当を教育委員会の配下

に置くという方針をとった。この決断を行った当時、それまで福祉部門で担当していた公立保育

園を民営に移管している。 

地域では、就学前の子ども達は、0～2 歳まで私立の保育園に通い、3 歳～就学前は公立幼稚

園に通う。幼稚園としての標準時間は、8 時半～15 時であるが、就労している保護者のために、

朝 7 時半～8 時半までと 15 時～19 時まで預かり延長保育を実施。自治体の方針で、幼稚園標

準部分は無料で利用可能。保護者は給食費と預かり延長保育の部分を利用料として負担する。 

小学校の校区と幼稚園の通園エリアを完全一致させているため、同じ地域の子ども達が３歳

～小学校まで一緒に一日過ごせることと保護者の費用負担が少ないことで、保育園から幼稚園

へ移ることへの抵抗はない。 

自治体内の３つの小学校区それぞれに、スクールソーシャルワーカーを 1 名ずつ配置し、園

や学校で発生したこと、保健師が預かる問題、児童相談所が関係する事案などの情報が所属の子

ども家庭相談センターに集約されるようにしている。 

 

※現在の取組み※ 

 幼稚園は、現在「こども園」の名称で運営されている。  
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【子どもに関する行政サービスを１つの課に集約】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人以上 

10 万人未満 
約 100km2 

製造業（機械・金属） 

農業 

平成 27 年度 平成 28 年度

357 350 

 

当該自治体では、教育委員会の配下に子どものための行政サービスを行う課を配置。この課

では、家庭児童相談など子ども・子育て支援施策担当係、保育所や児童手当関連、社会教育や

育成会を各係が分担する。家庭児童相談員として、現在主力となっているのは、元教職員。現

在の立場は嘱託職員で、教育長の一本釣りで任命された。人脈と経験を生かし、福祉と教育の

連携がスムーズに取れるよう力を尽くしている。相談員として活動するための相談のテクニッ

クなどは、都道府県も研修を充実させており、身に付ける機会が多く設けられている。できて

いることを褒める・否定しない・保護者の話を十分に聞くなど行うことで、相談の糸を断ち切

らないようにし、家庭支援までつなぐことで最終的に子どもの支援になることを目指す。丁寧

にお話を聞くと、８割くらいの保護者は解決へと向かう、というのが現場の実感だという。相

談支援のテクニックの他、多様な行政サービスに関する知識や提供のノウハウについては、庁

内の他部署との連携によって利用者の困り感の払拭に努めており、職場内の風通しの良い雰囲

気がそれを後押ししている。 

福祉以外の現場経験を積んだ人材の人脈・経験を活かしつつ、研修や実際の支援を通じてス

キルアップを図り、地域の子ども達とその家族を支えている。 
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【現職教員を福祉職に派遣】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

10 万人以上 

30 万人未満 
100km2 未満 

漁業 

水産加工業 

農業 

平成 27 年度 平成 28 年度

1,030 964 

 

当該自治体の子ども・児童に関する相談窓口は、職員 20 名体制で運営される。ケースワーカ

ーは、中堅クラスの学校教員が教育委員会から派遣されている。教員の研修・スキルアップも兼

ねた取り組みだという。相談部門には心理士も配置。他、社会福祉士、精神保健福祉士、保育士、

幼稚園教諭、生活保護のワーカー経験者、児童相談所の勤務経験者など各分野の専門職員が在職

し、様々な相談に応じている。 

現職教員の福祉職派遣については、基本の任期を 3～4 年で設定し、教育現場へ復職する前

提。学校とのやり取りの仲立ちとしても活躍する。虐待対応スキルや面接スキルを磨くために、

都道府県等が開催する専門研修を受講したり、児童福祉司の任用資格研修にも参加する。復職予

定の教員であることから、学校側も安心感を持って協力・支援してくれる。福祉職の役割上、学

校へ改善を求める場合もあるが、使命感をもって毅然と実行してもらえている。（例：DV 避難

の子どもにクラスでお別れ会をするなど安全に関わる情報漏れが懸念される場合など） 
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 子ども達へ「いのちの授業」 

 
 

【自分の命と相手の命を大切にするための授業】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人未満 約 100km2 
農林業 

建設業 

平成 27 年度 平成 28 年度

27 14 

 

当該自治体では、小学 4 年生から中学 3 年生までの児童生徒に対し、自分の命が大切なもの

であること、相手の命も自分と同じ大切な命であることを学校授業の中で教える。自治体の福祉

担当係の起案によるのが始まりで、自殺予防対策も兼ねているという。 

授業を受ける子ども達の発達の段階に合わせて、教育課程に「赤ちゃん抱っこ経験」など実習

も含めたカリキュラムが設定される。カリキュラムの作成は、各学校の学年の先生と養護の先生

が微調整しつつ行い、小学校と中学校で取り扱う内容のつながりにも配慮する。 
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【中学校で「赤ちゃん」とふれ合う授業】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人以上 

10 万人未満 
約 200km2 

農業・漁業・畜産業 

観光業 

教育関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

734 684 

 

自治体の母子保健課と子育て支援センターが連携して、自治体職員と子育て支援センターを

利用する母子が中学校に訪問し、中学生が赤ちゃんと触れ合う授業を開催している。対象は中

学 3 年生。母子保健課が実施する性教育の一環として行われており、「いのち」の大切さを伝

える場になっている。 
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 子ども達の健康を守るために 

 
 

【住民の健康課題に継続的に取組む】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人未満 約 100km2 
農林業 

建設業 

平成 27 年度 平成 28 年度

27 14 

 

おおよそ 20 年前より、毎年、自治体内の住民がそのときの抱える課題を検討し、正しい知識

の呼びかけや教育を行い、評価する取組みを行っている。主体となっている会の会長は、自治体

の首長。副会長が教育長。他、各学校長、養護教諭、栄養士、自治体の福祉担当課の保健師、教

育担当課で構成されている。 

以前は多かった自治体内のう歯も、現在は３歳児でほぼ全員ゼロになった。保護者が子どもの

口腔ケアをしっかり行っているということの結果であるが、これは単に衛生状態が良いという

ことだけでなく、子育ての意識や姿勢の向上とリンクしているのだという。 

母子に対し、妊娠中から出産・育児のいろいろな場面で、衛生・食生活などその時に合った健

康課題を教育する取組みや、保育園・幼稚園・小学校・中学校・高校までもを含めて、健康とケ

アについての正しい知識と生活習慣を身に付けるためのサポートを行っており、住民全体の健

康を守るために大きく貢献している。 
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 障がいがあってもなくても、大切な地域の子ども達 

 
 

【みんな一緒に地域で育てる】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人未満 約 100km2 
農林業 

建設業 

平成 27 年度 平成 28 年度

27 14 

 

自治体内の乳幼児保育施設には、障がいのある子ども１名（発達遅滞）も、そうではない子ど

も達と一緒のクラスで共に過ごす。サポートの先生が１人配置され、日々の保育や地域との交流

をする年間行事イベントにもすべて参加する。 

地域の小中学校には特別支援学級があり、必要な場合はサポートを受けられる。 

自治体内で障がいに関する相談は、保健師が窓口になり、近隣自治体のドクターや専門職、各

種教室も活用し、必要に応じて都道府県にもつなぐ。すこし離れたところには、障がい福祉施設

があり、そこの相談支援のコーディネーターとも連携する。 
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【障がい児のための介助員確保】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人未満 100km2 未満 

農業 

工業 

エネルギー産業 

漁業 

平成 27 年度 平成 28 年度

142 138 

 

自治体内の乳幼児施設では、基本は障がい児も一緒に保育する。例外として、特別な設備や介

助を要する医療的ケアニーズ、自治体エリア外の専門機関に通園の場合がある。障がい児のため

に、自治体は公立幼稚園と小中学校に介助員を雇用し配置。公立幼稚園と小中学校介助員の人数

は、毎年、自治体の委員会で見直し必要人数を確保する。自治体として、障がいがあっても無く

てもみんなで一緒にここで育っていくという方針があるので、サービスの利用についても保健

師、子ども家庭相談センター、社会福祉協議会の３者が情報連携しつつ、当事者とその家族と共

に適切に考えていく。 
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 人材活用・人材育成 

 
 

【スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の担い手】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人未満 100km2 未満 

農業 

工業 

エネルギー産業 

漁業 

平成 27 年度 平成 28 年度

142 138 

 

自治体では、現在３名のＳＳＷを配置している。ＳＳＷの担い手になっているのは、元大学教

員で社会福祉士と精神保健福祉士有資格者、元公立幼稚園園長、保健師で養護教諭有資格者と一

見多彩な経歴にも見えるが、学識・現場経験・国家資格など実際の支援に役立つ知識や対人スキ

ルなどの経験値が大いに高く、即戦力となる人材をうまく活用している。 

他、自治体では元保健師、臨床心理士とも契約を結んで専門分野を補う。保健師は、公的機関

に長く勤務した後、子どもとその家族への支援について全国のいろいろな施設を実際に訪問し

て研究した経歴の持ち主であるため、その知識と経験を見込んで、月に３回のスーパーバイズを

行ってもらっている。臨床心理士は、中学校に設置した相談スペースで月に２～３回保護者や生

徒本人からの相談を受けたり、幼稚園や小学校にあがる際に心配がある時の見立てや発達検査

を行い、必要に応じて医療機関の受診につなげるなどする。また、乳幼児と保護者のために開催

される保健センター内での療育教室に、年に２回ほど入り、行動観察や保護者との面談にも対応

する。 

この自治体では、即戦力になる人材の登用と難しいケースにも対応するためのスーパーバイ

ズや専門分野を委託で補い、支援体制を整え続けている。 
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【嘱託職員の活用】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人以上 

10 万人未満 
約 100km2 

製造業（機械・金属） 

農業 

平成 27 年度 平成 28 年度

357 350 

 

当該自治体の行政担当職員全体の約３割強が嘱託職員である。経験が豊富で、良い意味でのお

せっかいをしてくれる職場環境を作っている。学校関係（教職員）の他、行政職の退職者も人材

として活用される。庁内の連携も良く、業務が効果的に進むという。 

例えば、子ども家庭福祉の主管課は他の課とも日々連携しているが、利用者も複数の窓口で手

続きする必要がある場合がある。このような場合は担当者が申し送りし、子ども家庭福祉主幹課

での手続きをしている間に、フロア違いであっても、次の手続きのために必要な課が利用者を迎

えに来てくれることもある。また、利用者本人がまだ自分の困り感を整理できていないときでも、

行政サービスによってそれを軽減できそうな場合には、課同士が連携し対応する。住民の困り感

に対し、それぞれの課が利用可能な行政サービスの情報を提供し、解決の糸口を探るという雰囲

気が庁内にいきわたっているのは、経験豊富な職員が「良い意味でのおせっかい」をやいて、適

切に情報連携しながら業務を進めていることが大きい。 
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【保育士のスキルアップ／虐待対応のケースワーカー育成】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

30 万人以上 約 300km2 

卸売業・小売業 

建設業 

宿泊業・飲食サービス業 

製造業（食品） 

平成 27 年度 平成 28 年度

2,584 2,486 

 

当該自治体では、公立の保育所が色々な背景の子どもを保育する役割の重要性に配慮し、保育

士のスキルアップに取り組んでいる。具体的には、現職の保育士を２年程度、自治体の子ども家

庭福祉担当課に配属し、対人援助の方法や発達障害を抱える子ども達への関わり方、子育て支援

の教室の企画運営などを経験してもらい、保育現場に戻す。中堅クラスの副所長候補やそれが期

待される人を対象に実施されており、視野を広げ、制度や政策を知ってもらい、保護者への個別

援助（相談対応）のスキルを身に付けてもらうことで、現場に戻ってから若手育成に生かしても

らいたいという狙いもある。 

 また、虐待対応のケースワーカーの育成にも力を入れており、社会福祉主事を配置し、育成し

ている。社会福祉主事が、児童虐待のケースワークを２年経験し、特定の研修を受けると、児童

福祉司の任用資格が付くため、大いにスキルアップにつながる。他に虐待対応には、生活保護の

ケースワーカーや経験者を積極的に配置する。関係機関との調整や現地訪問や個別援助などの

基本動作が身についている強みがあるのだという。生活保護のケースワーカーの業務もメンタ

ル面での負担が大きいので、負担軽減の意味でも取り扱う内容に変化をつけるという試みでも

ある。 
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【有償ボランティアの活用】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

30 万人以上 100km2 未満 

繊維、木材、ガラス、 

印刷・製本、金属、機械、

情報関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

4,843 4,683 

 

当該自治体では、有償ボランティアを積極的に活用する。ここでは２種類のボランティアをご

紹介する。 

１つは、直接子どもを支援するボランティアサービス。ボランティアが１～３時間、子どもと

遊んだり話を聞いたりする。場所は、家庭や児童館や図書館や商業施設などいろいろで、子ども

や家庭の状況に応じて待ち合わせする。ボランティア報酬は 1 回 3500 円。自治体が設定する

資格が必要で、大学の先生など各専門家や里親など実際の支援者の講座を受講し、面接を受けて

認定される。資格は毎年更新。現在活動するのは、30 人程度。福祉を学ぶ学生の登録も多く、

サービスを受ける子どもに好評で効果も上がる一方、試験前に活動できない・就職すると活動が

続けられなくなるなど学生ならではの特徴もある。この訪問支援を受けて、勉強して高校へ入っ

たり、働いたりできるようになった子どもたちもいる。 

もうひとつは、公共の子育てサロンなどで地域のおばちゃんや、子育ての終わったママが子ど

もを１回につき３時間まで預かる。ボランティア報酬は 1 回 1500 円。自治体が設定する資格

が必要で、9 回の講座受講と実習を受けると認定される。 
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 外部委託の活用 

 
 

【医療・学識者・社会福祉法人との連携】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人以上 

10 万人未満 
約 200km2 

農業・漁業・畜産業 

観光業 

教育関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

734 684 

 

自治体では、近隣の社会資源を大いに活用し連携することで、「切れ目のない支援」を目指す。 

例えば、精神科の開業医の指導のもと、事例検討も含めて学習会を行い、エジンバラ産後うつ

質問票の読み取りや聞き取りのスキルを磨き、記録の方法にも反映した。記録は、電話や訪問に

よるフォローの際にも、状況が解消されているかどうかチェックするなど、データとして活用さ

れる。 

学識者とも連携があり、児童相談所との連携や市の守備範囲の考え方についてスーパーバイ

ザーの助言や共同研究で作成した１歳６か月児健診の際には発達障害を見抜くテストを臨床心

理士が実施している。 

障がいに関する相談支援センターは、「子ども」「就労支援」「お金の管理など日常生活支援」

のサポートを行うが、「子ども」「就労支援」に関しては社会福祉法人へ委託している。障がい児

が大人になる際の移行に関しては、機関連携により支援の切れ目が発生しないように配慮され

ている。 

地域には発達障害に特化した市民自助グループがあり、その下部組織である発達障害の子ど

も達と市民が運営する会も活発である。当団体では、市の療育事業に対し、活動案内の掲示や家

族との意見交換会を開催し、不安の軽減、孤独感の払拭に寄与されている。この自治体の自助グ

ループには、障がい児をもつ親、きょうだい、祖父母の他に賛助会員として誰でも入れるように

なっており、特別支援学級の担任は全員入っている状況である。 
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【専門相談支援・委託による育児スキルトレーニング実施】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

10 万人以上 

30 万人未満 
100km2 未満 

印刷・製本業 

医療 

教育関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

2,050 2,140 

 

当該自治体では、専門相談として、不登校の相談を臨床発達心理士が予約制で受ける。また、

「子どもの最善の利益を考える」という観点から、数年前より弁護士が対応する相談窓口を開設

した。離婚の際の親権・養育費・面会交流などについても、法的根拠にもとづいたアドバイスを

受けることが出来る。弁護士に対しては、自治体が謝礼を払う仕組みをとっている。 

また、近隣の社会福祉法人に委託して、ペアレント・トレーニング講座を年に２回開催する。

トレーニングは全７回のカリキュラムで構成されており、座学とロールプレイなどの実習も含

まれる。自治体の広報誌等で参加希望者を募集しているが、子どもに手を上げてしまうケースや

育児やしつけに困り感がある保護者に対して講座を紹介することもある。 
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【指定管理者制度の活用】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

30 万人以上 100km2 未満 

繊維、木材、ガラス、 

印刷・製本、金属、機械、

情報関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

4,843 4,683 

 

当該自治体では、子育て支援・虐待対応の拠点に関して、指定管理者制度を利用している。拠

点では、子育てサロン、相談支援などの役割をもつ他、一部では虐待対応・ショートステイの調

整・ヘルパー派遣・ボランティア派遣も行う。自治体の子ども家庭福祉主管課とは役割分担しつ

つ様々なケースに対応する。ケース担当の決め方は、最初に受けたほうが担当し、相談記録を共

有することで重複担当を防ぐというルールにしている。 

指定管理者制度を用いて支援を自治体と拠点が行う場合、相談機能や虐待対応は両方が行っ

ても、自治体は庁内の部署や要保護児童対策地域協議会・児童相談所との連絡調整を受け持ち、

拠点からの相談を共有し、大事な場面では表に立って対応するなどの姿勢を明確にしており、拠

点との信頼関係が良好に保たれている。自治体としても施設を重複して持たないようにするな

ど、業務効率化の面でのメリットは大きい。 

指定管理者制の良いところは、専門の職員の数を揃えられて、勤務歴が長いこと。また、業務

委託より拠点に裁量があるので、プラスアルファのことができること。例えば、子どもが大きく

なり年齢的に支援対象から外れても見守りの必要があるという場合に、拠点の判断で月に数回、

集まって、あたたかい食事を一緒に作って（おにぎりや味噌汁）、一緒に食べて「最近どう？」

と世間話をし、居場所つくりをしている。ご飯が炊けるまでドリルをしたり、お誕生会やスイカ

割など企画があり、集まった子ども同士も徐々にしゃべるようになる。不登校や特別支援学級の

子ども、家庭でご飯が十分食べられない子どもなどが、都合のつく範囲で参加し、就職など自立

すると巣立っていく。巣立ったＯＢがお手伝いに来ることもある。このように、自治体直営では

やりにくいチャレンジも実行し、効果を上げることに成功している。 

ただし、情報共有では配慮が必要である。例えば、拠点には住民基本台帳のシステムをおいて

いないので、情報照会は手続きが必要で、自治体の職員と同じようにはいかない部分がある。 

 

※現在の取組み※ 

 ケースを自治体と拠点のどちらが担当するかの決め方は、施設の立地の区域とリンクさせて

地域による担当の振り分けを考案中。 
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 早期からの親子支援と情報の蓄積 

 
 

【保健センターが提供する親子遊びの場】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人未満 100km2 未満 

農業 

工業 

エネルギー産業 

漁業 

平成 27 年度 平成 28 年度

142 138 

 

自治体の保健センターでは、保健師主催で、週に１回、保育園通園児または２歳児以下の家庭

保育の子どもとその保護者を対象に親子遊びの場を提供している。このイベントのねらいは、発

達に心配があるときの相談、親子でのあそび体験不足解消、お母さんたちに遊びを通して子ども

との関わりを学んでもらうことである。 

プログラムは保健師が作成しているが、大まかな流れは、参加者を確認し、リズム体操やおも

ちゃでの自由遊び、最後に紙芝居や絵本で締める。気候の良い時は、外に出て近隣を散歩するこ

ともある。保護者には、スマートフォン・おしゃべり禁止に協力していただき、自分の子どもと

の関わりや声のかけ方を学んでもらう。 

臨床心理士も、年に 2 回ほど参加し、子どもの行動観察や保護者と面談する機会が設けられ

ている他、自治体のスクールソーシャルワーカーも交代で参加する。 
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【妊婦の全員面接とエジンバラ産後うつ質問票の活用】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人以上 

10 万人未満 
約 100km2 

製造業（機械・金属） 

農業 

平成 27 年度 平成 28 年度

357 350 

 

妊娠届・母子手帳交付の時に、自治体の保健師が全員面接を行っている。困り感や不安要素の

聞き取りを行うほか、エジンバラ産後うつ質問票も用いて、要保護児童対策地域協議会の特定妊

婦としてフォローするか、そこまでいかなくても相談で対応するなど孤立しない流れを作る。エ

ジンバラ産後うつ質問票は、妊娠届時、出産後、赤ちゃん訪問時に継続的に実施し、産後うつな

どのお母さんを早期に支援できるよう、データとして活用する。 
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【対面での情報収集と資料の蓄積】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人以上 

10 万人未満 
約 200km2 

農業・漁業・畜産業 

観光業 

教育関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

734 684 

 

当該自治体では、「こんにちは赤ちゃん事業」は、100％近い実施。特定妊婦に該当するかど

うか、エジンバラ産後うつ質問票の回答結果、職業、実家との関わり、支援者の有無など、訪問

スタッフが情報を共有できる形に資料作成し、もし学齢期に問題が起きた場合にもこの資料を

基に背景の分析が行われる。 

対面での情報収集には力を入れており、例えば、保護者からの聞き取りが必要な場合は、「こ

んにちは赤ちゃん事業」で訪問したスタッフが同席し話しやすい雰囲気を作りに努め、乳幼児定

期健診でも、お母さんの待ち時間にスタッフが気さくに声かけし近況の聞き取りを行う。必要に

応じて、子育て情報を盛り込んだ定期発行のお便りを自宅訪問で手渡しすることもある。 

身近に支援者がいない、または、子育て支援のあそび場や教室に来ない家庭には、育児支援の

家庭訪問、電話訪問など継続的に実施していくことで、見守りを続け、地域や仲間とつながって

いくことを目指す。育児不安が強い傾向にある第一子の母親に対しては、親子専用に教室を開催

しており、赤ちゃんが３か月になったら一緒に外出する機会を設定し、自信をつけてもらう。 
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【民間主催の子育てサロンに自治体が補助金 地域資源を後押し】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

10 万人以上 

30 万人未満 
100km2 未満 

印刷・製本業 

医療 

教育関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

2,050 2,140 

 

民間主催で、小さな子どもをもつ母親が集まる場が地域内に多数できていることを受け、自治

体からそのような団体に補助金を出している。安定した地域資源を増やし、見守りを増やすこと

で虐待などが少なくなると期待する。 
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【支援の入り口の確保】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

30 万人以上 100km2 未満 

繊維、木材、ガラス、 

印刷・製本、金属、機械、

情報関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

4,843 4,683 

 

子育てに困り感やリスクがある場合でも、保護者にとっては「支援を受けること」自体にハー

ドルが高いと感じる場合も少なくない。 

自治体の子育て拠点では、支援の入り口として非定型の一時保育サービスを提供している。保

護者のリフレッシュや、あまり家庭から外に出たことがない子ども達に対しても、発達に有効で

あることを伝え、まずは拠点を使ってもらうツールとしても活用したい考え。拠点を利用しても

らい、保護者とのやり取りの中で、信頼関係を構築していく。この一時保育は有料だが減免も設

けられており、経済的な負担を少なく設定してある。 

一時保育の他に、子育てママが参加するグループ懇談会というイベントも、支援の入り口のひ

とつとなっている。全 6 回（1 回 2 時間）のプログラムで、受講中の保育は無料という設定。

懇談会の中身は、海外で発祥した親教育支援プログラムで参加者主体の懇談形式で子育てスキ

ルを高め仲間づくりも目的としているため、スキルアップしたい保護者にも受け入れられやす

い。 

支援の第一歩は、敷居の低いサービスを「まずは使ってもらうこと」と位置付けている。 
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 相談窓口をわかりやすく、使いやすくする工夫 

 
 

【課題別の支援機関一覧を作成、利用者に提示・配布する】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人以上 

10 万人未満 
約 100km2 

製造業（機械・金属） 

農業 

平成 27 年度 平成 28 年度

357 350 

 

 自治体では、課題別（例：発達障害、医療ケアニーズ、教育関係など）に支援の機関のつな

がりと連絡先を記載した一覧を作成している。支援機関は、その機能と特色別にグルーピング

され、つながりを図表化されており、視覚的にもわかりやすく工夫されている。自治体の子ど

も家庭福祉主管課が業務で参照しているが、実際に保護者が相談に訪れた際に提示し、「子ども

の周りにはこのような応援団がいますよ」という説明にも用いる。保護者は、この一覧表をも

とに、必要な支援先に自ら連絡をすることも可能。一覧表の中には、公的機関だけでなく、地

域の医療機関、民間で運営するＮＰＯ法人や親の会や自宅サロンなども記載されており、様々

な場所と繋がることができる。一覧表上の機関同士は、横の連携も行っている。 
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【相談の受け付け方法を多様化、留守電・メールもＯＫ】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

10 万人以上 

30 万人未満 
100km2 未満 

印刷・製本業 

医療 

教育関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

2,050 2,140 

 

子ども家庭福祉にまつわる相談は、多様な内容が含まれることも多い。 

当該自治体では、この「よろず相談」をできるだけ利用しやすく、敷居を低くするための工夫

として留守番電話やメールでの相談受付にも応じる。例えば、平日の日中は仕事をしているため

に自治体などが開設する相談窓口に来ることが負担になるという保護者や、自ら福祉のサービ

スを手続する窓口に行くことにハードルを感じるような場合でも、まずは、利用者の都合の良い

時間に気軽に連絡していただきたい、というのがこの試みのねらいであるという。利用者が「困

り感」を発信するための方法を選択できることは、相談の掘り起しと適切な支援に結びつくと期

待される。自治体としては、近年、問題視される「子どもの貧困問題」の掘り起しにも力を入れ

たい考えである。 
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【外国籍の方への支援（言葉の壁の克服）】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

30 万人以上 100km2 未満 

繊維、木材、ガラス、 

印刷・製本、金属、機械、

情報関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

4,843 4,683 

 

外国籍の方への支援にあたって難しい点は、言葉の壁、子育て文化の違いなどが挙げられる。 

当該自治体では、言葉の壁をインターネット回線とタブレットを使用したリアルタイム通訳

サービスを使って克服できている。ただし、この仕組みを導入するにあたっては、個人情報を扱

うので、個人情報保護審議会の承認が必要であった。 

 インターネットや情報処理技術の有効な活用例といえる。 
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 ５歳児へのフォロー ～就学支援～ 

 
 

【地域のすべての５歳児を見守り・フォロー】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人以上 

10 万人未満 
約 100km2 

製造業（機械・金属） 

農業 

平成 27 年度 平成 28 年度

357 350 

 

 スタッフ５～６名体制で、公立私立すべての保育園・幼稚園に年６回程度の訪問を実施。保

育所等訪問支援とは別に行われる。対象を全ての５歳児とし、保護者や園がピックアップした

子どもだけに限定しない。訪問時には、事前に園が全保護者と各担任から回収した質問や困り

事をもとに５歳児クラスすべてをまわり、その後カンファレンスを１時間半程度行う。１回の

訪問は、半日程度を要する。学校教育の担当課も関わり、就学相談や適正就学にもつながるよ

う関係者が情報交換する。近隣の自治体の保育園・幼稚園に通う場合も、同様に出向き相談支

援を行う。就学後も、新１年生を対象に自治体主催の療育教室を半年間（月に１回）実施し、

保護者の困り感や学校の対応について話を聞く。 

この事業の始まりは、乳幼児健診の方法と早期療育についてのモデル地区として検討事業を

行い、一定の結果を得たことによる。 
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【５歳児発達健診に力を入れ、未就学児支援も充実】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

10 万人以上 

30 万人未満 
約 500km2 

農業 

卸売業・小売業 

宿泊業 

平成 27 年度 平成 28 年度

1,170 1,246 

 

当該自治体の５歳児発達健診は、５歳児をもつ保護者全員にアンケート調査をし、必要に応じ

て、個別の２次健診を近隣大学に精密検査委託という形で行う。個別２次健診の対象児の保護者

には、結果説明会（大学の精神科医、臨床心理士が説明）を設けて、就学支援を担っている担当

者が同席し、保育所の先生が立ち会うこともある。必要な方には、自治体の教育センターの先生

との面談もあり、療育機関の紹介も行われる。 

この健診の実施前には、関係機関が顔合わせを行い、その年の受け入れ体制について説明が行

われる。このようなかたちで５歳児発達健診を始めてから、療育機関が足りないということが判

明したため、障害福祉の担当課が療育的な事業を行い、療育機関が増えた。保育所の保育士向け

に大学の先生から研修会を実施していただき、保育士が対応のスキルアップをするなどの積み

重ねで、現在の支援体制が出来てきたという面もある。自治体では、保育士が提供する保育の質

の確保に力を入れており、年間計画での保育士研修が設定されている。 

５歳児発達健診に力を入れ始めたのは、数年前から、教育委員会の要望による。 
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 専門機関の連携会議 

 
 

【社会的養護の子どものために開催される支援会議 里親も参加】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人以上 

10 万人未満 
約 100km2 

製造業（機械・金属） 

農業 

平成 27 年度 平成 28 年度

357 350 

 

当該自治体では、要保護児童対策地域協議会のケース会議とは別に、随時、社会的養護のもと

に養育されている子どものための個別会議も開催される。これは、子どもごとに関係者が集まっ

て支援会議を行うもので、里親、児童養護施設職員、児童相談所、保育士や園長（学齢期の場合

は教員）など、その時点で子どもの生活圏に関わる支援者が参加する。会議を主催するのは、障

害児のケースだと相談支援担当のケアプランナーであったり、小学生の場合は学校が中心にな

ることもあり、様々である。 
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【ケースを網羅した要保護児童対策地域協議会】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人以上 

10 万人未満 
約 200km2 

農業・漁業・畜産業 

観光業 

教育関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

734 684 

 

当該自治体の要保護児童対策地域協議会は、中学校区に一つの割合で実務者会議が設けられ

ており、それぞれの部会の構成は子ども達の状態の変化によって柔軟に、しかし取りこぼしが無

いようにきめ細かく作りこまれている。 

「こんにちは赤ちゃん事業」の訪問・面談から得られた情報をもとに、要支援・要保護を一括

検討。対象とされた子どもや家庭は、家庭保育のケースを扱う部会で見守られる。子どもが保育

所・幼稚園に入った場合は別の部会に引き継つがれ、就学した後でも虐待や要保護世帯の場合は

就学児の部会が支援を検討する。その他、乳幼児健診を経て、発達に心配がある場合は、発達支

援担当の部会が受け皿になる。不登校があれば、原因別に、家庭に要因がある不登校のための部

会で扱うか、いじめや学校の先生との人間関係などに原因があれば教育委員会が対応する。この

切り分けは就学児用の部会が行う。中学を卒業後に高校進学や通信教育も受けずどこにも行か

ない場合には、社会的立ち直りを促す部会（ハローワークや若者サポート就労センターとも連携）

があり、要保護の子どもと家庭をもれなく支援する体制をとる。最近の傾向では、援助交際など

が事件化すると、問題行動を扱う部会に小中学の先生の他に警察、保護観察所、児童相談所も関

わる。 

会議の開催は、実務者会議が月に１回。他、各部会は３～５ブロックに分かれて１学期ごとに

１回開催しているため、延べ年間７８回程度開催している。 

会議の開催回数も多いため個別ケース検討会議はチーム編成し、リーダー主軸で行うという

のがルールになっている。身体的虐待の職権保護を除き、自治体の子ども家庭福祉主管課では会

議を開催しない。リーダーを人選したらチームで適宜会議を開催し、リーダーと子ども家庭福祉

主管課で情報交換する。ただし、児童相談所とのやり取りは、必ず子ども家庭福祉主管課が窓口

になり、リーダーに伝達する。 

 

※現在の取組み※ 

部会の構成は、必要に応じて見直され、現在は療育機関として福祉サービスを利用する子ども

の状況を確認する目的で療育部会を設置する予定である。 
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 里親の育成と活用 

 
 

【里親育成講座を都道府県と共催、ファミリーホーム設置促進】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人以上 

10 万人未満 
約 100km2 

商業 

工業 

平成 27 年度 平成 28 年度

591 566 

 

 当該自治体では、数年前より自治体内にファミリーホームを増やすための設置促進事業に取

り組み、都道府県とは別に自治体が助成金を出す仕組みを作ったが、その中でわかったこと

は、ファミリーホームの管理者になる担い手が少ないということであった。そこで、管理者の

育成という目標で里親を育成するための事業を考案し、自治体が独自に里親育成のための入門

講座を開催した。ちょうど都道府県でも同様の講座を設けていたため、別々に行うよりは共催

でやりましょうとなり現在に至る。 

 当初の目的であるファミリーホームの設置促進のためには、実際に里親をなさっている方々

からお知恵をいただきたいという思いもあり、里親会ともつながりをもつことができるように

なった。また、設置にあたり、国内のファミリーホーム（法人型ファミリーホームを含む）を

見学し参考にするなど、課題検討等を行ったことにより、新規に法人型のファミリーホームを

設立するに至っている。 
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【ショートステイ先の確保】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

10 万人以上 

30 万人未満 
100km2 未満 

漁業 

水産加工業 

農業 

平成 27 年度 平成 28 年度

1,030 964 

 

ハイリスクだが何かが起こっているわけではない場合、都道府県（児童相談所）も一時保護が

できないことから、保護者のレスパイト目的や児童の避難（保護）先として自治体のショートス

テイを活用するケースがある。当該自治体は区域内に児童養護施設がある（乳児院はない）ので

里親をショートステイ先にしていない。このような状況下、施設に空きがない場合や２歳未満の

子どもを保護する場合には、これまで対応に苦慮してきた。打開策として、里親会の事務局を通

じて、里親を保護先に利用できるように関係機関と調整し、29 年度、実施に至った。結果とし

て、対象児がより家庭的な環境で過ごせるだけでなく、里親さんのスキルアップにも繋がった。 
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【個人宅をショートステイに活用】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

30 万人以上 100km2 未満 

繊維、木材、ガラス、 

印刷・製本、金属、機械、

情報関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

4,843 4,683 

 

当該自治体では、将来的な里親育成も念頭に、個人宅をショートステイとして活用する試みを

始めた。 

ショートステイの実情として、定員３名でも必ずしも３名は受けられない。高学年で男女の場

合や、発達に課題があり大人の手が必要な場合、静かな環境でないと落着けない子の預かりなど

は、定員に満たなくても受け入れができないこともある。近隣の施設型ショートも要支援で８～

９割埋まっている状況のため、自治体では、個人宅でショートステイを受け入れていただくとい

う事業を開始するに至った。これにより、要支援ではない家庭のショートステイのニーズ対応も

できればと考える。また、要支援の児童についても、より家庭的な状況で受け入れができるよう

になるなど、メリットがあると考えている。報酬は、1 日 1 人預かりにつき 12,000 円。自治

体が 9,000 円を委託料として負担し、利用者は保育料 3,000 円を負担する。現在３件の登録

あり。ショートステイを受け入れる家庭には資格を設け、研修と登録と面接と実際のお宅の状況

確認を経て、自治体が認定する。 
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 地域密着の包括支援 

 
 

【地域密着のなんでも相談室】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人以上 

10 万人未満 
約 100km2 

商業 

工業 

平成 27 年度 平成 28 年度

591 566 

 

 当該自治体では、地域密着で、子どもからお年寄りに関することまで何でも受け付ける相談

室を小学校区に１つの割合で設置している。これらの相談室を束ねるのは、地域包括支援セン

ターが担う。 

 自治体の人口規模では、地域包括支援センターは５か所程度必要だが、現在本庁内に直営１

か所をおき、ブランチとして相談室を機能させている。そこに、子育て世代包括支援センター

のサテライト機能も持たせ、母子保健コーディネーター（保健師）と共に子育て家庭の相談に

も応じる。「幼児が大きな道路まで出てきていた」「近所にいつも泣いている子がいる」「犬が市

内を走っている」等、住民が気がついた情報は何でも寄せられる。情報伝達も、住民や地域ボ

ランティア⇒民生委員や班長⇒相談室（守秘義務をもつ市の職員）⇒本庁の担当課⇒専門機関

＜フィードバック時は、逆の流れ＞などと滞りなく繋がるよう、相談室の職員は相談事をどこ

につなぐのが適切かについて普段から研修や連携会議を行う。 

 地域の情報は、相談室以外にも、保育園・小学校や医療機関から地域の担当保健師が情報を

受けるケースもあり、地域住民と自治体がいつでも気軽に情報連携するための窓口が多様に用

意されている。 

※人事異動について※ 

 この相談室は、平成 17 年から地域福祉計画に基づき設置されてきた。地域に根付かせるた

めに、人事異動は控え、平成 29 年度 4 月に初めて大きな異動があった。10 年以上大きな異

動を行わなかったことになるが、取り組みの甲斐があり、相談室は地域にしっかりと根を張っ

ている。現在は、職員への教育的配慮も兼ねて、相談室単位の地域のまちづくり、住民特性、

健康課題に合わせて、看護師・介護福祉士・社会福祉士・ケアマネージャーの資格をもつ職員

をバランスのいい形に再配置にした。高齢者が多い地区には、昔の方言が使える職員が配属さ

れるなど、住民への配慮はきめ細かい。１５の相談室に配置される職員数は 31 名。 

（平成 30 年 4 月現在は、33 名） 
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 支援機関同士の情報共有 

 
 

【正確な情報連携で福祉部門間が連携】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

5 万人未満 約 100km2 
農林業 

建設業 

平成 27 年度 平成 28 年度

27 14 

 

子ども家庭福祉主管課と母子保健、教育委員会、生活保護など他の福祉部門とは、連携し情報

交換できる体制が出来上がっている。 

情報共有の方法については、記録の閲覧と職員同士の対話によるが、細かなニュアンスや正確

な状況の伝達が可能な対話による方法をとることが多い。同じ施設内に関係者が揃うと、すぐに

確認や簡易な打合せ、同行訪問など支援の機動力が上がるメリットがある、というのが現場の実

感であるという。 
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【データを蓄積し、支援関連の３部門間で共有】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

10 万人以上 

30 万人未満 
100km2 未満 

漁業 

水産加工業 

農業 

平成 27 年度 平成 28 年度

1,030 964 

 

当該自治体では、平成 18 年に家庭児童相談室を設置し、子ども家庭福祉の支援で収集したデ

ータを蓄積している。家族が世代を超えて同じ課題を抱える「連鎖」にもデータを生かしたい考

え。 

データの共有は、課内の３部門間でローカル LAN のリンクを張って共有化している。要保護

児童対策地域協議会でも情報の捉え方が機関ごとに違ったり、処遇（緊急度等）の判断も部会に

よりばらついてしまうこともあることから、共通情報を持ちつつ支援について意見交換する環

境を作るための取組みでもある。 

情報量が膨大なのでコンピュータシステム化して、主要な関係機関との情報共有のツールと

して使いたいという希望はあるが、現時点ではシステム構築までは至っていない。システム構築

にあたっては、個人情報をどこまで開示するか、セキュリティー対策をどうするか、費用をどう

捻出するか、など課題も多いが、情報共有の他、連携ミスなど人為的な要因で支援の取りこぼし

をチェックできればメリットは大きい。 
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【共有サーバにデータを蓄積 情報保護にも配慮】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

30 万人以上 約 300km2 

卸売業・小売業 

建設業 

宿泊業・飲食サービス業 

製造業（食品） 

平成 27 年度 平成 28 年度

2,584 2,486 

 

当該自治体では、敷地内の建屋に母子保健、子ども・子育て支援施策の担当課、障害福祉担当

課など、子ども福祉に関連する部署が集結する。 

 情報共有の方法は、同じ建屋の部門間では共通のサーバに情報を保管し、必要な情報を特別な

システム構築なしに共有している。一部、ネットワークの接続制限などで閲覧ブロックを設定し、

情報の保護にも配慮する。共通情報にもとづき、関係者は近くにいるためいつでも相談し合い、

いつでも同行訪問できる機動力がつく。 

 共有情報の内容は、住民基本情報、児童扶養手当システム、ひとり親家庭の情報、母子保健情

報など。納税（所得）に関する情報は一部の関係者のみが閲覧可能である。 

 敷地外の他部署との情報連携が必要な場合は、電話やメール（LGWAN）などを利用している。

現状では、生活保護に関する情報、教育委員会の情報がこれにあたる。 
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【離れた拠点ともネットワーク回線を結ぶ リアルタイム情報共有】 

自治体情報 

人口規模 面積 主要産業 出生数 

30 万人以上 100km2 未満 

繊維、木材、ガラス、 

印刷・製本、金属、機械、

情報関連 

平成 27 年度 平成 28 年度

4,843 4,683 

 

当該自治体では、子ども家庭福祉主管課と支援の拠点が離れた場所に存在する。 

それぞれが相談支援の窓口として機能し、なおかつ重複してケース管理することが無いよう

に、相談履歴はリアルタイムで共有できるようにネットワーク回線を結んだ。情報保護の観点か

ら、支援拠点では住民情報を閲覧できるわけではないので、都度関係機関に電話確認によって取

得する情報と組み合わせて活用している。 

情報連携は支援連携においてなくてはならないが、例えば、支援拠点で開催したイベントの相

談窓口で発達に関する相談が寄せられた場合には発達支援センターへつなぐなど、それぞれの

担当課が連携する流れができており、支援の機関・部署・人がしっかりと繋がっている。その上

で、情報処理技術やネットワークの構築を利用し、支援が適切に行われることを目指したい考え

である。 

 

※今後の取組み※ 

専門機関同士が連携する場合の情報連携も大変重要となるが、例えば、保健所と虐待対応の支

援拠点の機関連携において、母子保健担当の保健師がもつ情報を虐待対応に引き渡すときに、属

人的な判断になってしまうのでは対応がバラついてしまい、問題がある。共通のアセスメントシ

ートを持ち、一定のルールでハイリスクの把握をしていくなど体制整備が必要と考えている。 
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